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株式会社ジーエヌアイ

新株式発行並びに株式売出届出目論見書

東京都千代田区霞が関三丁目５番１号
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第一部【証券情報】 
 

第１【募集要項】 
 



― 3 ― 

２【募集の方法】 
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①【申込取扱場所】 

 後記「４ 株式の引受け」欄記載の引受人の全国の本支店及び営業所で申込みの取扱いをいたします。 

 

②【払込取扱場所】 

店名 所在地 

株式会社三井住友銀行 渋谷駅前支店 東京都渋谷区道玄坂一丁目２番２号 

株式会社みずほ銀行 神谷町支店 東京都港区虎ノ門五丁目１番５号 

  

  

  

 （注） 上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。 

 

４【株式の引受け】 

引受人の氏名又は名称 住所 
引受株式数 
（株） 

引受けの条件 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 
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第２【売出要項】 
 

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】 
 平成19年８月22日に決定される予定の引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「２ 売出し

の条件!
（円） 

売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称 

－ 
入札方式のうち入
札による売出し 

－ － － 

－ 
入札方式のうち入
札によらない売出
し 

－ － － 

200 Song Tao Road, Apt. 33-302 
Zhangjiang Hi-Tech Park Pudong, 
Shanghai, 201203 China 
イン・ルオ          647,000株
Nan Dan East Road, Lane 99, 19/11c, 
Shanghai, China 200030 
ジュン・ウー         647,000株
東京都港区芝浦３－11－13  SUDOBLD,５F 
クリティカルテクノロジー一号 
投資事業有限責任組合     500,000株
福岡市早良区百道浜４－31－10 
アトモスももち1605号 
佐保井 久理須        431,000株

福岡市中央区天神４丁目３番30号 
天神ビル新館６階 
九州ベンチャー投資事業有限責任組合 
               180,000株
東京都千代田区大手町２－２－２ 
アーバンネット大手町ビル 
野村アール・アンド・エー 
第二号投資事業有限責任組合  115,000株
85 Bell Rd.Remuera, Auckland, New 
Zealand 
Cristin Print         81,000株
福岡県福岡市南区桧原７－31－17 
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３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】 

種類 売出数（株） 
売出価額の総額
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４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】 

(1）【入札方式】 

①【入札による売出し】 

 該当事項はありません。 
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２【沿革】 

年月 事項 

平成13年11月 

 

システム創薬の実現を目的として、米国法人Gene Networks, Inc.の日本法人として株式会社

ジーエヌアイを東京都渋谷区に設立。 
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３【事業の内容】 

（１）事業の概要 

１）当社グループの事業概要 

当社グループは、アジアに患者の多い疾患を適応症とした複数の創薬候補化合物をパイプラインに持ち、全遺伝

子（ゲノム）レベルの遺伝子情報を有効利用する「遺伝子ネットワーク」技術や先端ゲノム技術を活用して創薬活

動を行っている創薬企業グループであります。自社の研究開発から出てきた創薬候補物より、開発パイプラインを

充実させると同時に、その一部を外部製薬企業にも共同研究を通じて提供し、さらなる価値創造につなげておりま

す。さらに現在でも遺伝子ネットワークを活用したターゲット遺伝子の絞込みや、先端ゲノム技術を利用した新規

ターゲット遺伝子に作用する創薬候補物探索を行っており、医薬品を自社の創薬プロセスから生み出すことが可能

であると考えております。 



























�(8 調な内外の景気動向を受けて、日本の株式市場も上

昇を見せました。 

当社グループは計画に従い研究、開発並びに営業に努力した結果、事業の展開は順調に推移しました。

中国で行っている臨床試験において、F64
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・  着目した遺伝子の周辺（上流や下流にある遺伝子）が網羅的に見えるため、創薬ターゲットにした場合の影

響を推定することができます。また遺伝子ネットワーク上で既知の副作用経路を回避する可能性のある戦略を選
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種              類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 243,527,000 

新株予約権の行使期間 
自平成17年６月20日 
至平成24年３月19日 

同左 

新
資本組入額 2.366 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受け
た者（以下「新株予約権
者」という。）は、権利
行使時においても当社、
当社の子会社または当社
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平成16年６月29日定時株主総会決議および平成16年７月12日取締役会決議（第５回新株予約権プランB） 

区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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平成17年６月30日定時株主総会決議および平成18年１月20日取締役会決議（第６回新株予約権プランD） 

区分 
最近事業年度末現在 
同左（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 

新株予約権の数（個） 664（注） 同左 
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平成17年６月30日定時株主総会決議および平成18年４月19日取締役会決議（第６回新株予約権プランE） 

区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議（第8回新株予約権） 

区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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― 77 ― 

 

区分 
最近事業年度末現在 
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 

!
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 

 

くは株式移転の議案につ
き株主総会で承認された
とき（ただし、存続会社
又は当社の完全親会社が
新株予約権に係る義務を
承継するときを除く）、
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年11月16日取締役会決議（第19回新株予約権） 

区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 



― 96 ― 

 

区分 
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19ｼ`
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 
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区分 
最近事業年度末現在 
（平成19年3月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年6月30日） 



•½•¬15”N‚SŒŽ26“ú 

•i’•‚Q•j 

14,760,231 14,761,031-40,000- -

•½•¬17”N‚WŒŽ15“ú 

•i’•‚P‚O•j 

  318,200 46,936,83117,5011,151,458   17,501   1,111,458

•½•¬18”N‚PŒŽ13“ú 

•i’•‚P‚P•j 

�'O@•i’•‚P‚R•j 

7,000,000 60,881,831770,0002,407,608   770,000   2,367,608

 

•i’••j  ‚P•D—L•ž‘æŽOŽÒŠ„“– 

  ”­•s‰¿Ši    50,000‰~ 

Ž‘–{‘g“üŠz   50,000‰~ 

Š„“–•æ     Gene Networks, Inc. 

         

‚Q•DŠ”Ž®•ªŠ„•i800:14,761,031•j 
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(平成16年６月29日定時株主総会決議および平成16年７月12日取締役会決議) （第５回新株予約権プランB） 

決議年月日 平成16年７月12日 











― 116 ― 

（平成17年６月30日定時株主総会決議および平成17年７月28日取締役会決議）（第６回新株予約権プランA） 

決議年月日 平成17年７月28日 

付与対象者の区分及び人数 取締役 1名 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上 

 

（注）１．新株予約権の行使に際して払込をすべき金額を調整すべき場合には、以下の通り、新株予約権の目的た

る株式の数を調整する。 

      

                 調整前株式数×１株あたり調整前払込金額 

調整後株式数＝                                                      

                    １株あたり調整後払込金額 

 

上記の新株予約権の目的たる株式の数の調整は、いずれかの事由が発生した時点で発行!     

 

                                  

新発行株式数×１株あたり払込金額 

                     (既発行株式数―自己株式数)＋                                             

調整後払込金額＝調整前払込金額×                                           調整前払込金額                
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（平成17年６月30日定時株主総会決議および平成18年１月20日取締役会決議）（第６回新株予約権プランD） 

決議年月日 平成18年１月20日 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上 

 

                          分割・併合の比率 

 

３．新株予約権発行後に、当｢!ｸ�嵩ﾐ

 

                                  

新発行株式数×１株あたり払込金額 

                  





― 11欒

                  １株あたり調整後行使価額 

 

上記の新株予約権の目的たる株式の数の調整は、調整の原因となるいずれかの事由が発生した時点で発行又

調整後行使価額＝ 調整前行使価額 ×                                    (既発行株式数―自己株式数)＋新発行株式数 

 

さらに、新株予約権発行後に、当社が合併、会社分割又は資本減少を行う場合等、行使価額の調整を必要と

する事由が生じたときは、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 
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（平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議）（第9回新株予約権） 

決議年月日 平成18年８月14日 

付与対象者の区分及び人数 従業員 1名 



― 10

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払��

                  １株あたり調整後行使価額 

調整後�           
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（平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議）（第11回新株予約権） 

決議年月日 平成18年８月14日 

付与対象者の区分及び人数 従業員 1名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 





新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 

 

                  １株あたり調整後行使価額 

 

上記の新株予約権の目的たる株式の数の調整は、調整の原因となるいずれかの事由が発生した時点で発行又

は行使されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われる。また、計算の結果、１株未満の

端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる小数点以下３位未満の端数は切り上げる。 

 

                            １ 

調整後行使価額＝ 調整前行使価額 ×                          

                        分割・併合の比率 

 

３．新株予約権発行後に、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同じ。）の行使の場合を除く。）、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生ずる小数点以下３位未満の端数は切り上げる。なお、自己株式の処分を             調整前行使価額                    
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（平成18年６月20日定時株主総会決議および平成18年8月14日取締役会決議）（第15回新株予約権） 

決議年月日 平成18年８月14日 
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（平成18年６月20日定時株主総ｩ.磯

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上 

 

 

                  １株あたり調整後行使価額 

 

 

                        分割・併合の比率 

 

３．新株予約権発行後に、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合（新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同じ。）の行使の場合を除く。）、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生ずる小数点以下３位未満の端数は切り上げる。なお、自己株式の処分を

行う場合には、次の算式における「新発行株式数」は「処分する自己株式数」、「自己株式数」は「処分前

自己株式数」とそれぞれ読み替える。 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 

任期 
 
所有株式数
（千株）
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１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

     貸倒引当金   △849△849

減価償却累計額  

―  232,394 

(3) ソフトウェア  29,498  44,368 

(4) その他  168  4,969 

無形固定Y  
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前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

速18年３月31日) 



��

３ 補助金収入  34,030   2,239  

４ 先物為替予約評価益    － 13,949  

５ その他  4,668 40,447 23.9 3,018 21,483 8.7

Ⅴ 営業外費用    
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③ 【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

(資本剰余金の部)  



１  税金等調整前当期純損失  △632,550 △920,630
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

― 

― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

 当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17







第5回プランE(注1) 普通株式 15 - - 15 -

第5回プランF(注3) 普通株式 516 - 23 493 -

第6回プランA(注1) 普通株式 2,000 - - 2,000 -

第6回プランB 普通株式 120 - - 120 -

第6回プランC(注1,3) 普通株式 153 - 45 108 -
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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（１）ス�社外の協力先 15名 

社外の協力先 １社 

付与日 平成15年６月19日 平成15年６月19日 平成16年６月29日 
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 第５回新株予約権プランB 第５回新株予約権プランC 第５回新株予約権プランD 
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  第５回新株予約権プランE 第５回新株予約権プランF 第６回新株予約権プランA

付与対象者の区分及び数 従業員 １名 子会社の従業員 37名 

社外の協力先 24名 
取締役 １名 

ストック・オプション数

（注） 





ƒXƒgƒbƒN•EƒIƒvƒVƒ‡ƒ“•”

•i’••j 

••’ÊŠ”Ž®•” 286,000Š” ••’ÊŠ”Ž®•” 20,000Š” ••’ÊŠ”Ž®•” 55,000Š” 

•t—^“ú 

•½•¬18”N‚SŒŽ19“ú •½•¬18”N‚UŒŽ20“ú •½•¬18”N‚WŒŽ14“ú 
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  第９回新株予約権 第10回新株予約権 第11回新株予約権 

付与対象者の区分及び数 従業員 1名 従業員 1名 従業員 1名 
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 第12回新株予約権 第13回新株予約権 第14回新株予約権 

付与対象者の区分及び数 子会社の従業員 1盟ｩ（注） 

付与日 平成18年８月14日 平成18年８月14日 平成18年８月14日 

権利確定条件 新株予約権の割当を受け

た者（以下「新株予約権

者」という　

若しくは従業員の地位（以

下「行使資格」という。）

にあることを要し、その行

使資格を失った場合には、

新株予約権を行使すること

はできない。 

 その他の権利の行使の条

件は、当社と新株予約権者

との間で締結する新株予約

権付与契約に定めるところ

による。 

新株予約権の割当を受け

た者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利行

使時においても当社の従業

員、当社の子会社若しくは

関係会社の取締役、監査役

若しくは従業員の地位（以

下「行使資格」という。）

にあることを要し、その行

使資格を失った場合には、

新株予約権を行使すること

はできない。 

 その他の権利の行使の条

件は、当社と新株予約権者

との間で締結する新株予約

権付与契約に定めるところ

による。 

新株予約権の割当を受け

た者（以下「新株予約権

者」という。）は、権利行

使時においても当社の従業

�｢う。？ﾝ鮪ﾐと精ﾝ

下「行使資格」という。）

にあ�

自平成20年8月15日 

至平成28年6月20日 







Œ —˜Šm’è‘O       

 

ŠúŽñ•iŠ”•j •| •| 890,000 •| •| •| 

 

•t—^•iŠ”•j •| •| •| •| •| •| 

 

Ž¸Œø•iŠ”•j •| •| •| •| •| •| 

Œ —˜Šm’è•iŠ”•j •| •| 890,000 •| •| •| 

 

Œ —˜•sŽg•iŠ”•j •| •| •| •| •| •| 

 

Ž¸Œø•iŠ”•j •| 150,000 •| •| •| •| 

 



 未確定残（株） 286,000 20,000 55,000 35,000 8,000 35,000

 期首（株） － － － － － －

 付与（株） 5,000 4,000 5,000 4,000 5,000 10,000

 失効（株） － 4,000 － － － －
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②単価情報 

会社名 提出会社 

回次 
第１回新株

予約権 

第４回新株

予約権 

第５回新株

予約権 

第５回新株予

約権プランB

第５回新株予

約権プランC 

第５回新株予

約権プランD

決議年月日 
平成15年 
６月19日 

平成15年 
６月19日 

平成16年 
６月29日 

平成16年 
７月12日 

平成16年 
12月６日 

平成17年 
１月18日 

権利行使価格（円） 4.732 4.732 55 55 55 55

行使時平均株価（円） － － － － － －

付与時における公正な 

評価単価（円） 

行使時平均株価（円） － － － － － －

付与時における公正な 

評価単価（円） 
－ － － － － －

 
 

会社名 提出会社 

回次 
第６回新株予

約権プランE 

第７回新株

予約権 

第８回新株

予約権 

第９回新株予

約権 

第10回新株予

約権 

第11回新株予

約権 

行使時平均株価（円） － － － － － －

付与時における公正な 

評価単価（円） 
－ － － － － －







‡T ”„•ã•‚‹y‚Ñ‰c‹Æ‘¹‰v  

”„•ã•‚  

(1) ŠO•”ŒÚ‹q‚É 

‘Î‚·‚é”„•ã•‚ 
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3 .    ‚ » ‚ Ì ‘ ¼ ‚ Ì Œ   — ˜ ‚ Ì • s Ž g ‚ Ì • ð Œ • ‚ Í • A • V Š ” — \

– ñ Œ   ” ­ • s ‚ Ì Š ” Ž å ‘ • ‰ ï Œ ˆ ‹ c ‹ y ‚ Ñ Ž æ ’ ÷ – ð ‰ ï Œ ˆ ‹ c ‚ É

Š î ‚ Ã ‚ « • A “ – Ž Ð ‚ Æ • V Š ” — \ – ñ Œ   Ž Ò ‚ Æ ‚ Ì Š Ô ‚ Å ’ ÷ Œ ‹ ‚ ·

‚ é • V Š ” — \ – ñ Œ   Š „ “ – Œ _ – ñ • i ˆ È ‰ º • u • V Š ” — \ – ñ Œ   Š „

“–Œ_–ñ•v‚Æ‚¢‚¤•j‚É’è‚ß‚é‚Æ‚±‚ë‚É‚æ‚é•B 

‡G •VŠ”—\–ñŒ ‚Ì•÷“n•§ŒÀ 

•VŠ”—\–ñŒ ‚ð•÷“n‚·‚é‚Æ‚«‚ÍŽæ’÷–ð‰ï‚Ì•³

”F‚ð—v‚·‚é‚à‚Ì‚Æ‚·‚é•B 

 

‚ÍŽŸ‚Ì‚Æ‚¨‚è‚Å‚ ‚è‚Ü‚·•B 

第22回新株予約権 

① 新株予約権の数 18個

② 新株予約権のうち自己新株予約権

の数 
－

③ 新株予約権の目的となる株式の種

類 

普通株式

④ 新株予約権の目的となる株式の数 18,000株

⑤ 新株予約権の行使時の払込金額 220円

⑥ 新株予約権の行使期間 
1.  平成 21 年 5 月 15 日から平成 28 年 6 月 20

日まで 透

可能数」とは、平成 19 年 5 月 1 日の１年後

の応当日の翌日（以下「起算日」という。）

において、割当を受けた新株予約権の 4 分の
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前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 新株予約権の行使を認めない旨を決議し、当会

社が新株予約権者に対し当該決議の通知を発し

たときに行使資格を喪失したものとみなす。但

し、当該行使資格を失った後も 3 ヶ月間（身体

又は精神上の障害により当該地位を失った場合

には１年間）に限り、当該行使資格を失った時

点で下記 4.により権利行使可能となっている新

株予約権を行使することができる。 

2.  新株予約権者が死亡した場合には、死亡後１
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⑥【連結附属明細表】(平成19年３月31日現在) 

【社債明細表】 

     該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 - - － － 









 

― 188 ― 

売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 
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(リース取引関係) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

評価性引当額 △328,902

繰延税金資産合計 －

 

繰延税金負債 －

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産負債の純額 －

 

 

繰延税金負債 －

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産負債の純額 －

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の項目別内訳 

   
淋ﾀ謂

 

 
当事業年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純損失（千円） 447,462 892,659 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純損失（千円） 447,462 892,659 







 

が株主総会で承認されたとき、もしくは当社

が完全子会社となる株式交換契約書承認の議

案もしくは株式移転の議案につき株主総会で

承認されたとき（ただし、存続会社または当

社の完全親会社が新株予約権に係る義務を承

継するときを除く）、(ⅱ)当社の全てもしく

は実質的に全ての資産が売却されるとき、ま

たは(ⅲ)当社の総株主の議決権の 50%に相当

する株式を第三者が取得するときには、当社

はその旨新株予約権者に通知し、新株予約権

者は当該通知受領後 15 日間、割当を受けた

新株予約権のうち未行使のものすべてを行使

することができる。 

3.  その他��0.I�.  5行使�行発行価格220円 資本組入額110円 ⑧新株予約権の行使の条件 

予約権者」という。）は、権利行使時におい

り権利行使可能となっている新株予約権を行

使することができる。 

2.  新株予約権者が死亡した場合には、死亡後

１年間に限り、死亡した時点で下記 4.により

権利行使可能となっている新株予約権を、相

続人が行使することができる。 

3.  １個の新株予約権の一部につき行使するこ

とはできない。 

4.  上記⑥の 1.を条件として、新株予約権者

は、既に行使した新株予約権の個数の累計

が、それぞれの時点における権利行使可能数

（以下に定義する。）を超えない限りにおい

て、新株予約権を行使することができる。

「権利行使可能数」とは、平成 19 年 5 月 1
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前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月1日から翌年３月31日まで 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券、10,000株券、100,000株券 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 



ファイル名:090_0243305521908.doc 更新日時:2007/07/26 17:21 印刷日時:07/07/28 7:41 
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第四部【株式公開情報】 
 

第１【特別利害関係者等の株式等の移動状況】  
 

 該当事項はありません。 

 

 
 

第２【第三者割当等の概況】 
 

１【第三者割当等による株式等の発行の内容】 

項目 株式(1) 株式(2) 株式(3) 

発行年月日 平成17年4月18日 平成17年5月30日 平成17年5月31日 

資本組�318,200株 2,650,000株 

発行価格 
１株につき金110円 
(注)５ 

１株につき金110円 
(注)５ 

１株につき金140円 
(注)５ 

資本組入額 １株につき金55円 １株につき金55円 １株につき金70円 

発行価額,'ﾙ有償第三者割当増資 有償第三者割当増資 

保有期間等に関する確約 ― ― ― 
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項目 新株予約権(7) 新株予約権(8) 新株予約権(9) 

発行年月日 平成18年４月28日 平成18年６月30日 平成18年8月31日 

種類 
第６回新株予約権 
プランEの付与 
(ストックオプション) 

第７回新株予約権の付与 
(ストックオプション) 

第８回新株予約権の付与 
(ストックオプション) 

発行数 286,000株 20,000株 55,000株 

発行価格 発行臆
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項目 新株予約権 (13) 新株予約権 (14) 新株予約権 (15) 

行使時の払込金額 
700,000円 

（1株につき140円） 
700,000円 

（1株につき140円） 
560,000円 

（1株につき140円） 

行使請求期間 
自平成20年8月15日 
至平成28年6月20日 

自平成20年8月15日 
至平成28年6月20日 

自平成20年8月15日 
至平成28年6月20日 

行使の条件及び譲渡に関す
る事項 

平成18年6月20日開催の
株主総会決議および平
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２【取得者の概況】 

 

株式(1) 

取得者の氏名又は名称 取得者の住所 
取得者の職
業及び事業
の内容等 

割当株数
（株） 

価格 
（単価） 
（円） 

取得者と提出会社
との関係 

野村アール・アンド・
エー 第二号投資事業有
限責任組合 
無限責任組合員  
野村リサーチ・アンド・
アドバイザリー株式会社  
代表執行役社長 
渡辺 章人 

東京都千代田区大手町

２丁目２－２ 

投資事業 

組合 
1,150,000

74,750,000  
(65) 
特別利害関係者等
(大株主上位10名)

住商ファーマインターナ
ショナル株式会社 
代表取締役社長  
佐々木 雅啓 
資本金 480百万円 

東京都中央区晴海 

１丁目８－12 

医薬品研究

開発関連商

社 

150,000
9,750,000  
(65) 
当社取引先 

 

 

株式(2) 

取得者の氏名又は名称 取得者の住所 
取得者の職
業及び事業
の内容等 

割当株数
（株） 

価格 
（単価） 
（円） 

会社役員 4,312,600
150,941,000  
(35) 

特別利害関係者等
(大株主上位10名) 
 (子会社の役員) 

 







― 216 ― 



― 217 ― 

株式(10) 

取得者の氏名又は名称 取得者の住所 
取得者の職
業及び事業
の内容等 

割当株数
（株） 

価格 
（単価） 
（円） 

取得者と提出会社
との関係 



 

 (2)•½•¬16”N‚UŒŽ29“úŠJ•Ã‚ÌŠ”Žå‘•‰ïŒˆ‹c‹y‚Ñ•½•¬17”N‚UŒŽ13“úŠJ•Ã‚ÌŽæ’÷–ð‰ï 

Œˆ‹c‚ÉŠî‚Ã‚­•VŠ”—\–ñŒ ‚Ì”­•s•i‘æ‚T‰ñ•VŠ”—\–ñŒ ƒvƒ‰ƒ“F•j 

Žæ“¾ŽÒ‚ÌŽ•–¼–”‚Í–¼•Ì Žæ“¾ŽÒ‚Ì•Z•Š 

Žæ“¾ŽÒ‚Ì•E

‹Æ‹y‚ÑŽ–‹Æ

‚Ì“à—e“™ 

‚Ì“à—nŽ

 (110) 

Žq‰ïŽÐ‚Ì•]‹Æˆõ 





Kunbin Qu 

Foster City, CA,  

U.S.A. 

Œ¤‹†ŽÒ 

3,000

330,000  

 (110) 

ŽÐŠO‚Ì‹¦—Í•æ 

Ying Huang San Jose, CA, U.S.A.

Œ¤‹†ŽÒ 

3,000

330,000  

 (110) 

ŽÐŠO‚Ì‹¦—Í•æ 

Shijian Gao Shanghai, P.R.China‰ïŽÐˆõ 2,000

220,000  

 (110) 

Žq‰ïŽÐ‚ÌR.

 (110) 

Žq‰ïŽÐ‚Ì•]‹Æˆõ 
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取得者の氏名又は名称 取得者の住所 
取得者の職
業及び事業
の内容等 

割当株数
（株） 

価格 
（単価） 
（円） 

取得者と提出会社

との関係 
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(13) 平成18年６月20日開催の株主総会決議及び平成18年8月14日開催の取締役会 

決議に基づく新株予約権の発行（第12回新株予約権） 

取得者の氏名又は名称 取得者の住所 
取得者の職
業及び事業
の内容等 

割当株数
（株） 

価格 
（単価） 
（円） 

取得者と提出会社

との関係 

Ling Zhang 

価格 
（単価） 
（円） 

取得者と提出演ｸﾆ�

(15) 平成18年６月20日開催の株主総会決議及び平成18年8月14日開催の取締役会 

決議に基づく新株予約権�3Shanghai, P.R.China 会社員 4,000
560,000  
 (140) 
子会社の従業員 

 

.
取得者の職
業及び事業
の内容等 

割当株数
（株） 

価格 
（単価） 
（円） 

取得者と提出会社

との関係 

Wenjun Chen 
Jinhua Zhejiang, 

P.R.China 
会社員 5,000

700,000  
 (140) 
子会社の従業員 

 

軌8 Nottingham, U.K. 研究者 10,000
1,400,000  
 (140) 
社外の協力先 
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当社従業員 

中西 由紀子 福岡県福岡市西区 会社員 8,000
1,760,000 
(220) 
当社従業員 

杉山 廣美 東京都世田谷区 会社員 5,000
1,100,000 
(220) 
当社従業員 

吉川 哲也 福岡県福岡市中央区 会社員 5,000
1,100,000 
 (220) 
当社従業員 

Min Zhang Shanghai, P.R.China 会社員 5,000
1,100,000 
 (220) 
子会社の従業員 

Cuiping Gu Shanghai, P.R.China 会社員 4,000
880,000 
(220) 
子会社の従業員 

Yi Liu Shanghai, P.R.China 会社員 4,000
880,000 
(220) 
子会社の従業員 
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３【取得者の株式等の移動状況】 

該当事項はありません。 
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第３【株主の状況】 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

株式総数に対する 
所有株式数の割合 
（％） 

Evolution Master Fund Ltd. SPC, 
Segregated Portfolio M （注）４ 

1132 Bishop Street, Suite 1880  

クリティカルテクノロジー一号投資

Healthcare Partners ⅡLP (注)４ 
c/o FCS Suite 109 Dominion 
Center 43159 Queen's Road East 
Hong Kong, P.R.China 

3,830,000 5.75 

鈴木 勘一郎 (注)３ 神奈川県横浜市港北区 
2,554,600 
(2,500,000) 

3.83 
(3.75) 

DKR Soundshore Oasis Holding 
Fund Ltd. (注)４ 

18 Church Street Skandia House 
Hamilton HM11, Bermuda 

1,665,000 2.50 

Raregold Ltd. 
PO Box 393, 7 - 11 Britannia 
Place, Bath Street, St Helier, 
Jersey JE48, U.S.A. 

1,527,000 2.29 

アイピーアールV-2号投資事業組合 
東京都中央区日本橋室町３丁目２
－９  

1,273,000 1.91 

三菱UFJキャピタル株式会社 東京都中央区京橋２丁目14－１ 1,250,000 1.88 















 

― 237 ― 

 
独立監査人の監査報告書
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